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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次 第56期 第57期 第58期 第59期 第60期

決算年月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月

売上高 (千円) 413,177 548,370 572,488 558,414 603,764

経常利益 (千円) 91,410 212,407 192,036 147,900 166,847

当期純利益 (千円) 52,722 130,568 115,424 87,855 108,433

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 125,000 125,000 125,000 125,000 125,000

発行済株式総数 (株) 250,000 250,000 250,000 250,000 250,000

純資産額 (千円) 802,694 924,463 1,026,961 1,107,966 1,204,683

総資産額 (千円) 905,158 1,182,461 1,178,107 1,226,497 1,344,342

１株当たり純資産額 (円) 3,210.77 3,697.85 4,107.84 4,431.86 4,818.73

１株当たり配当額
(１株当たり中間配当額)

(円)
(円)

40 60 60 60 70
(―) (―) (―) (―) (―)

１株当たり当期純利益 (円) 210.88 522.27 461.69 351.42 433.73

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 88.67 78.18 87.17 90.33 89.61

自己資本利益率 (％) 6.56 14.12 11.23 7.92 9.00

株価収益率 (倍) ― ― ― ― ―

配当性向 (％) 18.96 11.48 12.99 17.07 16.14

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 142,612 233,018 148,610 148,319 199,633

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △45,327 △27,270 △199,546 △171,225 △292,551

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △10,000 △10,000 △15,000 △15,000 △15,000

現金及び現金同等物
の期末残高

(千円) 270,616 466,364 400,429 362,523 254,605

従業員数 (名) 23 22 22 22 23
 

(注) １　当社は、連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移について

は、記載しておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　当社の株式には、潜在株式が存在しないため、潜在株式調整後１株当たり当期純利益は記載しておりませ

ん。

４　当社の株式は、金融商品取引所は非上場及び認可金融商品取引業協会に非登録のため、株価収益率について

は記載しておりません。

５　持分法を適用した場合の投資利益は、関連会社が存在しないため記載しておりません。

６　平成25年３月期から平成27年３月期の１株当たり配当額60円には、特別配当20円を含んでおります。

７　平成28年３月期の１株当たり配当額70円には、特別配当20円、記念配当10円を含んでおります。
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２ 【沿革】

昭和31年８月 広島市千田町三丁目828番地において会社設立、資本金120,000千円。

昭和34年４月 広島県佐伯郡宮島町において宮島ロープウエーを開業し、旅客運送事業を行う。

昭和39年８月 広電ボーリング株式会社を合併し、ボーリング事業を加える。資本金125,000千円。

昭和47年７月 広電鈴が峰ボウルを開業。

昭和49年１月 広電ボール、広電鈴が峰ボウルを閉鎖し、ボーリング業を廃止する。

昭和50年６月 広島県佐伯郡大野町宮島口において駐車場業を開業。

平成14年３月 広島県佐伯郡大野町宮島口において営業していた駐車場業を廃止する。
 

 

３ 【事業の内容】

経営組織図

 

索道業

索道路線は広島県廿日市市宮島町紅葉谷公園奥地標高約60米の地点紅葉谷駅を起点とし、南方約1,100米、標高約

350米の地点榧谷駅までの第一区間を８人乗り客車22両を60秒間隔で運行する複線循環式索道と、更に榧谷駅から南

方約530米、標高435米の地点獅子岩駅までの第二区間を30人乗り客車２両を４分間隔で運行する三線交走式索道に

より観光客の輸送を行い、その付帯事業として紅葉谷駅に売店を、獅子岩駅にレストラン及び売店等を設置し、経

営を行っております。

 

事業の系統図
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４ 【関係会社の状況】
 

名称 住所
資本金又は
出資金
(千円)

主要な事業
の内容

議決権の所有
(被所有)割合

(％)
関係内容

(親会社)      

広島電鉄株式会社 広島市中区 2,335,625
鉄道業
軌道事業

―
（44.4）

役員の兼任３人

 

(注) １　「議決権の所有(被所有)割合」欄の(内書)は被所有割合であります。

２　有価証券報告書の提出会社であります。

３　議決権の所有割合は50％以下でありますが、支配力基準による親会社であります。

４　資金管理の効率化を推進する目的でキャッシュ・マネジメント・サービスを導入し、当社との間で資金の貸

付けを行っております。

５ 【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

平成28年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

23 42.6 14.8 4,777
 

(注) １　従業員数は、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３　当社は単一セグメントであるため、事業部門別の従業員数の記載を省略しております。

 
(2) 労働組合の状況

組合員数は16名であり、全員が全日本海員組合中四国地方支部に属しております。労使関係は安定して推移して

おり、特記すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当事業年度におけるわが国経済は、政府の経済政策や金融政策により、企業収益や雇用情勢に改善が見られるも

のの、中国など新興国経済の減速やテロ事件等による世界的な不安感などにより、依然として先行き不透明な状況

で推移いたしました。

このような情勢のもと、宮島への来島者数は、４月については昨年実施された「瀬戸内しまのわ ２０１４」の

反動減などにより前年を下回りましたが、５月に入ると前年実績を上回る状況となり、山口市で実施された世界ス

カウトジャンボリーの参加者や大型クルーズ船の寄港など、円安を背景とした外国人観光客が大幅に増加し、さら

に秋季の大型連休や、通年で比較的安定した気象状況であったことから、当事業年度の来島者数は前年同期を204

千人上回り、4,067千人（前事業年度比5.3％増）となりました。

当社におきましては、平成26年７月にグランドオープンした宮島弥山展望台の１周年のＰＲキャンペーンおよび

厳島神社世界遺産登録２０周年を記念したスタンプラリーを実施し、積極的に宮島弥山をＰＲするとともに、旅行

口コミサイトなどインターネットでの利用促進の強化により、国内はもとより海外のお客様に対しても幅広くＰＲ

し、旅客誘致に努めました。さらに、獅子岩展望台の土間の整備、紅葉谷駅・榧谷駅の階段部の手すりの増設およ

び改修、また、榧谷駅トイレ改装工事などにより、お客様に対しての安全性・利便性の向上を図りました。

安全輸送確保の施策といたしましては、各施設の安全点検・調査を確実に行うとともに、獅子岩線予備原動機代

替工事や紅葉谷線榧谷駅誘導滑車交換工事などを実施し、安全性の向上に努めました。

当事業年度の営業成績を前事業年度と比較いたしますと、乗車人員は58千人増の722千人（前事業年度比8.8％

増）、営業収益は45,349千円増の603,764千円（前事業年度比8.1％増）、経常利益は18,947千円増の166,847千円

（前事業年度比12.8％増）、当期純利益は20,578千円増の108,433千円（前事業年度比23.4％増）となりました。

 

(2) キャッシュ・フローの状況

当事業年度末における現金及び現金同等物は、254,605千円であります。前年同期に比べ107,918千円の減少とな

りました。

営業活動によるキャッシュ・フローは、199,633千円（前年同期比51,313千円の増加）となりましたが、これは

主として、厳島神社世界遺産登録２０周年と宮島弥山展望台がグランドオープン後１周年を迎えたことを記念して

行ったスタンプラリーなどによる旅客誘致策やインターネットを使った積極的な広告展開により、増収となったこ

とによるものであります。

投資活動によるキャッシュ・フローは、292,551千円（前年同期比121,326千円の増加）となりましたが、これは

平成27年12月よりＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・サービス）への参加による短期貸付けによる支出

（470,638千円）と獅子岩線の予備原動機更新、紅葉谷線榧谷駅誘導滑車交換工事など、施設整備への支出（合計

85,672千円）によるものであります。

財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払いを行ったため、前年同期と同じ15,000千円の支出となり

ました。
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２ 【輸送、受注及び販売の状況】

(1) 輸送実績

宮島ロープウエー

 

区分

第59期
(平成26年４月１日～平成27年３月31日)

第60期
(平成27年４月１日～平成28年３月31日)

輸送実績(千人) 稼働率(％) 輸送実績(千人) 稼働率(％)

第１区間循環式索道 663 27.2 722 27.7

第２区間交走式索道 663 36.3 722 36.9
 

(注)　第１区間循環式索道と第２区間交走式索道は乗り継ぎとなっており、第１区間のみ又は第２区間のみ輸送する

ことはありません。

 

(2) 受注実績

該当事項はありません。

 

(3) 販売実績

宮島ロープウエー

 

区分
第59期

(平成26年４月１日～平成27年３月31日)
第60期

(平成27年４月１日～平成28年３月31日)

運輸収入 529,253千円 573,091千円

売店収入 19,590千円 21,022千円

食堂収入 7,323千円 8,109千円

望遠鏡収入 1,575千円 1,045千円

雑収入 672千円 495千円

計 558,414千円 603,764千円
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３ 【対処すべき課題】

今後につきましては、宮島来島者数の落ち着きなどにより、経営環境は依然として楽観視できない状況で推移する

ものと思われますが、当社といたしましては、引き続き営業の強化と弥山の魅力発信に努めるとともに、厳島神社世

界遺産登録２０周年記念事業などの情報提供をきめ細かく行い、少しでもロープウエーの利用率を上げるべく、積極

的な旅客誘致を行ってまいります。

また、安全輸送の確保につきましては、設備の点検・整備を確実に行うことにより、お客様が安全快適にご利用い

ただけるロープウエーとなるように取り組んでまいります。

４ 【事業等のリスク】

当社の経営成績等に影響を及ぼす可能性のあるリスク要因としては、以下のものが想定されます。

当社の事業は索道業(宮島ロープウエー)のみであり、当社の業績は、多様化するお客様のニーズの変化等の影響を

大きく受ける傾向にあります。

また、当社の営業施設は広島県西部地域の観光地宮島にあり、訪れる観光客数により当施設利用状況が変動します

が、広島市など周辺観光地を含め、地震・台風等の大規模な自然災害や、テロ・事故、その他不測の事態が発生し、

観光地への直接被害や風評被害を受けた場合、観光客の減少により、業績に大きく影響を及ぼす場合があります。

このリスクにつきましては、将来に関する事項が含まれておりますが、当該事項は有価証券報告書提出日現在にお

いて認識したものであります。

 

５ 【経営上の重要な契約等】

当社が運営する「宮島ロープウエー」用地の使用に関しましては、次の契約によっております。

契 約 会 社 相　手　先 契　　約　　内　　容 期　　　　　　　間

広島観光開発㈱

（当社）

広島森林管理署  施設用地（獅子岩駅他）9,808.04㎡ 平成28年4月1日～平成31年3月31日 （注）

広島県  施設用地（紅葉谷駅他）2,506.54㎡ 平成28年4月1日～平成31年3月31日 （注）
 

　（注）契約期間満了により再契約したものであります。

 
６ 【研究開発活動】

該当事項はありません。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

当事業年度における売上高は、603,764千円で、前事業年度に比べ45,349千円の増加となりました。

売上高が増加した主な要因でありますが、５月以降の宮島への来島者が前年実績を上回る状況となり、それに伴

い、ロープウエーの利用者も増加に転じたこと、秋のシルバーウィークによる休日の増加、営業成績を大きく左右す

る天候が当事業年度におきましては比較的安定していたことが挙げられます。　

財政状態につきましては、流動資産は754,461千円で、前年同期と比べ99,221千円の増加となりました。

これは、当事業年度より運用が開始されたキャッシュ・マネジメント・サービスへの参加による短期貸付金の増加

によるものであります。

固定資産は589,880千円で、前年同期と比べ18,624千円の増加となりました。これは主に、安全確保のための設備投

資として、獅子岩線予備原動機の更新、紅葉谷線誘導滑車の更新などを行ったこと、また、お客様により安心して施

設を利用していただくための設備投資として、各駅に防犯カメラの設置を行ったことが固定資産の主な増加理由であ

ります。

流動負債は77,398千円で、前年同期と比べ17,714千円の増加となりました。

これは、当事業年度末の未払い計上した税金等の増加によるものであります。

固定負債は62,260千円で、前年同期と比べ3,414千円の増加となりました。これは、従業員の退職に備えて引き当て

ている退職給付引当金の増加によるものであります。

純資産は1,204,683千円で、前年同期と比べ96,717千円の増加となりました。これは、当期純利益108,433千円等を

計上したことによるものであります。

次に、キャッシュ・フローの状況でありますが、当事業年度末における現金及び現金同等物は254,605千円であり、

前年同期に比べ107,918千円（70.2％）の減少となりました。　

このうち、営業活動によるキャッシュ・フローは、当期の売上高が過去最高を記録したことで現金収入が増加しま

したが、法人税等の支払いで48,075千円を支出したことにより、199,633千円となり、前年同期と比べ51,313千円

（134.6％）の増加となりました。　

投資活動によるキャッシュ・フローは、短期貸付金の回収による収入265,000千円があったものの、先に述べました

キャッシュ・マネジメント・サービスの開始による資金の貸付けにより470,638千円を支出したこと、また、獅子岩線

予備原動機の更新をはじめとした設備投資を行ったことによる固定資産の取得費として85,672千円を支出したことに

より292,551千円となり、前年同期と比べ121,326千円（170.9％）の増加となりました。

財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払いを行いましたが、当事業年度も１株当たりの配当額を特別

配当20円を加えた60円としたため、前年同期と同じ15,000千円となりました。

EDINET提出書類

広島観光開発株式会社(E04119)

有価証券報告書

 8/48



第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】

当事業年度は、安全輸送確保およびロープウエー利用客へのサービス向上のための設備投資として以下の設備投資

を行いました。

　このうち、安全輸送確保のための主な設備投資として、獅子岩線予備原動機更新に23,000千円、紅葉谷線誘導滑車

更新に9,000千円、紅葉谷線電柱経路通信ケーブル更新に7,700千円の設備投資を行いました。

また、ロープウエー利用客へのサービス向上のための主な設備投資として、15,040千円を投じ、各駅・ホームに防

犯カメラを設置するとともに、榧谷駅トイレの改装として5,085千円を投じました。　

この結果、当事業年度の設備投資額総額は85,672千円となりました。

２ 【主要な設備の状況】

平成28年３月31日現在における各事業所の設備、投下資本および従業員の配置状況は次のとおりであります。

 

宮島ロープウエー設備
(広島県廿日市市)

従業員数
(名)

数量
帳簿価額
(千円)

摘要

建物  ㎡   
紅葉谷(循環式索道) 9 581 123,981 鉄筋コンクリート造２階建

駅舎・事務所     
売店・宿直室・洗面所     

榧谷(循環式索道) 11 479  鉄筋コンクリート造平屋建
駅舎・宿直室     

榧谷(交走式索道) 1 271  鉄筋コンクリート造平屋建
駅舎・更衣室     

獅子岩(交走式索道) 1 900  鉄筋コンクリート一部２階建
駅舎・レストラン・洗面所     

野猿管理事務所  23  木造平屋建
構築物   57,276  

土工設備     
紅葉谷・榧谷・獅子岩  一式   
鉄塔(循環式索道)  ５基  高さ５米・９米・10米・17米・30米

機械装置  式 242,859  
循環式索道    複線循環式索道水平全長1,091米

機械基礎  1   
起動停留場鉄骨及機械設備  1   
緊張停留場鉄骨及機械設備  1   
変電施設  1  交流３相３線式及び単相２線式
    高圧6000V、低圧200～100V
電動機  1  主電動機75馬力３相交流電動機
    速度毎秒2.0米、予備原動機30馬力
    ガソリンエンジン速度毎秒0.5米
通信信号保安設備  1  信号機２
支索  1  直径40耗
曳索  1   〃 20耗
支索緊張索  1   〃 56耗
曳索緊張索  1   〃 22耗

　交走式索道    複線交走式索道水平全長521米
機械基礎  1   
起動停留場鉄骨及機械設備  1   
緊張停留場鉄骨及機械設備  1   
変電施設  1  交流３相３線式及び単相２線式
    高圧6000V、低圧200～100V
電動機  1  主電動機75馬力３相交流電動機
    速度毎秒3.0米

    
予備原動機
36馬力ディーゼルエンジン

    速度毎秒0.6米
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宮島ロープウエー設備
従業員数
(名)

数量
帳簿価額
(千円)

摘要

通信信号保安設備  1  信号機２
支索  1  直径48耗
曳索  1   〃 20耗
平衡索  1   〃 16耗
支索緊張索  1   〃 72耗

車両運搬具  両 41,763  
循環式索道    輸送能力毎時上、下各480名

    発車回数　　　〃　　 60回
客車(定員８人)  22  発車間隔毎60秒(120米間隔)
貨物搬器  1   

交走式索道    輸送能力毎時上、下各450名
    発車回数　　　〃　　 15回
客車(定員30人)  2  発車間隔毎４分
     

社用車  6  普通車４台、軽自動車２台
工具器具備品  式 34,191  

作業用工具  1   
作業用器具  1   
事務用備品  1   
その他  1  レストラン什器、その他

土地  ㎡  国有地及び県有地借受
紅葉谷駅敷地  577  (借用期限は、国有地・県有地とも
循環榧谷駅敷地  766  H.31.3.31 賃借料年額3,925千円)
交走榧谷駅敷地  156   
獅子岩駅敷地  4,775   
鉄塔敷地  249   
給水及び送電敷地     

計 22 ― 500,071  

その他の設備
従業員数
(名)

数量
帳簿価額
(千円)

摘要

  ㎡   
本社事務所 1 ―  広島県廿日市市
工具器具備品   169  

計 1  169  
 

 

３ 【設備の新設、除却等の計画】

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,000,000

計 1,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成28年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成28年６月21日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 250,000 同左
非上場
非登録

―

計 250,000 同左 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
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(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

昭和39年８月１日 ― 250 5,000 125,000 ― ―
 

(注)　広電ボーリング株式会社との合併による増資合併比率　１：１

 

(6) 【所有者別状況】

平成28年３月31日現在

区分

株式の状況
単元未満
株式の状況

(株)
政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等 個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

0 3 2 11 0 0 449 465 ―

所有株式数
(株)

0 16,000 1,320 147,920 0 0 84,760 250,000 ―

所有株式数
の割合(％)

0.00 6.40 0.53 59.17 0.00 0.00 33.90 100 ―
 

 

(7) 【大株主の状況】

平成28年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

広島電鉄株式会社 広島市中区東千田町二丁目９番29号 111 44.46

芸陽バス株式会社 広島県東広島市西条西本町21番39号 20 8.00

向　井　眞里枝 広島市安芸区 11 4.72

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 10 4.00

宮島松大汽船株式会社 広島県廿日市市宮島町８５３番地 10 4.00

株式会社広島銀行 広島市中区紙屋町一丁目３番８号 5 2.00

今　井　誠　則 広島市西区 4 1.60

広電興産株式会社 広島市中区東千田町二丁目９番29号 3 1.33

髙　柴　文　子 広島市佐伯区 2 0.80

東洋証券株式会社 東京都中央区八丁堀四丁目７－１ 1 0.42

計 － 178 71.33
 

1　
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成28年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 250,000
 

250,000 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 250,000 ― ―

総株主の議決権 ― 250,000 ―
 

 

② 【自己株式等】

平成28年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―
 

 

(9) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

２ 【自己株式の取得等の状況】
　

　 
【株式の種類等】

　　該当事項はありません。

 
(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

 

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

該当事項はありません。
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３ 【配当政策】

当社は、配当利益確保のための経営基盤を強化し、安定配当を継続的に行うことを基本方針としております。

当社の剰余金の配当は、年１回（期末配当）を基本的な方針とし、配当の決定機関は株主総会であります。

当事業年度の剰余金の配当につきましては、普通配当40円と特別配当20円、記念配当10円を合わせ、70円としてお

ります。

内部留保資金については、今後の事業計画遂行に効率的に投資していく予定であります。

（注）基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は次のとおりであります。

決議年月日
配当金額の総額 １株当たり配当額

（千円） （円）

平成28年6月20日
17,500 70

定時株主総会決議
 

 

４ 【株価の推移】

当社は非上場であるため、該当事項はありません。
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５ 【役員の状況】

男性９名　女性０名　（役員のうち女性の比率０％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

代表取締役

会     長
― 椋　田　昌　夫 昭和21年11月24日

昭和44年 3月 広島電鉄株式会社入社

注１ 500

平成16年 6月 当社 取締役

平成22年 6月 広島電鉄株式会社 専務取締役

平成25年 1月 同 代表取締役社長(現在)

平成25年 6月 当社 代表取締役会長(現在)

代表取締役

社      長
― 古武家　雅　光 昭和34年 4月 4日

昭和58年 3月 広島電鉄株式会社入社

注１ 170平成24年 6月 同 Ｍ・Ｓカンパニー総合管理グ

ループマネジャー

平成25年 6月 当社 代表取締役社長(現在)

常務取締役
宮島ロープウ

エー営業所長
中　山　和　樹 昭和34年 6月 2日

昭和57年 3月 広島電鉄株式会社入社

注１ 400

平成18年 6月 当社 取締役(現在)

平成18年11月 同 宮島ロープウエー営業所長(現

在)

平成26年 6月 同 常務取締役(現在)

取締役 総務部長 大　田　和　広 昭和40年 3月 8日

昭和63年 3月 広島電鉄株式会社入社

注１ 220
平成21年 6月 同 廿日市営業課長

平成24年 1月 当社 総務部長(現在)

平成24年 6月 同 取締役(現在)

取締役 ― 迫　　　孝　治 昭和24年 9月11日

昭和47年 3月 広島電鉄株式会社入社

注１ 500

平成11年 6月 当社 取締役

平成16年 6月 同 監査役

平成16年 6月 広島電鉄株式会社 常勤監査役

平成25年 6月 当社 取締役(現在)

平成25年 6月 広島電鉄株式会社 常務取締役(現

在)

取締役 ― 平　町　隆　典 昭和31年 2月 18日

昭和57年 3月 広島電鉄株式会社入社

注１ -

平成26年 1月 同 執行役員電車事業本部長

平成27年 6月 当社 取締役(現在)

平成27年 6月 広島電鉄株式会社 取締役電車事

業本部長(現在)

取締役 ― 瀬　﨑　敏　正 昭和41年 3月 15日

平成元年 3月 広島電鉄株式会社入社

注１ -

平成26年 1月 同 執行役員不動産事業本部長

平成26年 6月 同 取締役不動産事業本部長(現

在)

平成28年 6月 当社 取締役(現在)

監査役 ― 尾　﨑　宏　明 昭和28年11月15日

昭和52年 3月 広島電鉄株式会社入社

注３ 900

平成16年10月 当社 代表取締役社長

平成25年 1月 宮島松大汽船株式会社 代表取締

役社長

平成25年 6月 広島電鉄株式会社 常勤監査役(現

在)

平成26年 6月 当社 監査役(現在)

監査役 ― 岡　田　　　茂 昭和41年 2月10日

平成元年 3月 広島電鉄株式会社入社

注２ 100

平成24年 1月 同 Ｍ・Ｓカンパニー経理管理グ

ループマネジャー

平成25年 4月 同 執行役員

平成25年 6月 当社 監査役(現在)

平成27年 6月 広島電鉄株式会社　取締役経営管

理本部長(現在)

計 2,790
 

注　１　取締役の任期は、平成28年3月期に係る定時株主総会終結の時から平成29年3月期に係る定時株主総会終結の

時までであります。

　　２　監査役の任期は、平成25年3月期に係る定時株主総会終結の時から平成29年3月期に係る定時株主総会終結の

時までであります。

　　３　監査役の任期は、平成28年3月期に係る定時株主総会終結の時から平成32年3月期に係る定時株主総会終結の

時までであります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

①　企業統治に関する事項

当社では、取締役の重要な業務執行にあたっては、適宜取締役会を開催し、活発な議論に基づく機動的な意思決

定を行うとともに、取締役会には監査役も出席し、取締役の相互監督と監査役監査のもと、徹底した法令の遵守と

適正な業務執行の実施に努めております。

また、当社は広島電鉄株式会社を親会社とする広電グループに属し、広島電鉄株式会社が制定した「関係会社統

括要綱」に基づき、重要な業務の意思決定にあたっては、事前に同社と協議するとともに、重要な業務の執行状況

について、適宜同社に報告するなど、広電グループとしての適法・適正な業務の執行に努めております。

　リスク管理体制については、必要に応じて弁護士など外部の専門家の意見、助言を取り入れながら十分な検討を

行い、想定されるリスクについては、できる限り排除または縮小するように努めております。

　なお、役員報酬については、年間報酬総額35,539千円を支払っております。

②　内部監査及び監査役監査の状況

内部監査につきましては、当社では、内部監査部門を設置しておりませんが、営業日報作成者と現金出納簿記録

者は別の者とし、また、預金出納簿記録者と払出押印者は別の者が行い、当該記録を通帳、当座勘定照合表により

検証するなど、現金の取扱いを中心に、内部牽制体制を採用しております。

また、親会社の内部監査部門である監査室により、定期的に往査を受けております。

③　社外取締役、社外監査役の状況

当社は、社外取締役、社外監査役を選任しておりません。したがいまして、記載すべき利害関係はありません。

　なお、監査役は親会社の監査役および親会社の会計・財務に係る知見を有する者を選任しており、適法・適正な

監査の実施に努めております。

④　会計監査の状況

当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、金本善行(９年)、大藪俊治であり、いずれも西日本監査法人に所

属しております。

当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士３名、会計士補等３名、その他１名であります。

⑤　取締役の定数その他定款に定める事項等

ア　取締役の定数

当社は、取締役の定数を８名以内とする旨を定款に定めております。

イ　取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議につきましては、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を

有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行い、累積投票によらない旨を定款に定めております。

ウ　株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第３０９条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、株主総会の円滑な運営を行う

ことを目的として、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その

議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めております。
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(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

 

区分

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

提出会社 3,700 ― 3,700 ―
 

 

② 【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

 

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項はありません。

 

④ 【監査報酬の決定方針】

当社の公認会計士等に対する監査報酬の決定額は、監査受託者である西日本監査法人が策定する監査計画（監

査予定日、監査時間、監査場所、監査日程等）に基づき、監査報酬の金額および支払いの時期を協議し決定して

おります。
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第５ 【経理の状況】

 

１　財務諸表の作成方法について

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号)に基づいて

作成しております。

 
２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、事業年度(平成27年４月１日から平成28年３月31日ま

で)の財務諸表について、西日本監査法人により監査を受けております。

 

３　連結財務諸表について

当社は子会社を有していないため、連結財務諸表を作成しておりません。

 

EDINET提出書類

広島観光開発株式会社(E04119)

有価証券報告書

18/48



１ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成27年３月31日)
当事業年度

(平成28年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 367,523 259,605

  未収運賃 1,137 4,085

  商品及び製品 1,295 1,297

  原材料及び貯蔵品 14,130 12,651

  繰延税金資産 6,073 6,182

  短期貸付金 265,000 ※1  470,638

  未収入金 79 -

  流動資産合計 655,240 754,461

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物（純額） 104,631 123,981

   構築物（純額） 52,188 57,276

   機械及び装置（純額） 246,477 242,859

   車両運搬具（純額） 55,882 41,763

   工具、器具及び備品（純額） 24,753 34,361

   有形固定資産合計 ※2  483,932 ※2  500,241

  無形固定資産   

   電話加入権 208 208

   ソフトウエア 285 57

   無形固定資産合計 494 265

  投資その他の資産   

   親会社株式 72,645 76,023

   会員権 30,000 30,000

   長期前払費用 9,533 8,648

   繰延税金資産 2,374 1,275

   その他 2,276 3,425

   貸倒引当金 △30,000 △30,000

   投資その他の資産合計 86,829 89,373

  固定資産合計 571,256 589,880

 資産合計 1,226,497 1,344,342
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成27年３月31日)
当事業年度

(平成28年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  未払金 11,292 11,102

  未払費用 7,228 7,583

  未払法人税等 22,442 31,709

  未払消費税等 5,936 12,882

  預り金 320 310

  前受収益 69 66

  賞与引当金 8,393 8,744

  役員賞与引当金 4,000 5,000

  流動負債合計 59,684 77,398

 固定負債   

  退職給付引当金 58,845 62,260

  固定負債合計 58,845 62,260

 負債合計 118,530 139,659

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 125,000 125,000

  利益剰余金   

   利益準備金 31,250 31,250

   その他利益剰余金   

    別途積立金 301,000 321,000

    繰越利益剰余金 611,021 684,454

   利益剰余金合計 943,271 1,036,704

  株主資本合計 1,068,271 1,161,704

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 39,695 42,978

  評価・換算差額等合計 39,695 42,978

 純資産合計 1,107,966 1,204,683

負債純資産合計 1,226,497 1,344,342
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② 【損益計算書】

           (単位：千円)

          前事業年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

当事業年度
(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

売上高   

 売上高 558,414 603,764

売上原価   

 売上原価 349,067 371,928

売上総利益 209,347 231,835

一般管理費   

 役員報酬 21,179 22,185

 給料及び手当 10,194 9,750

 賞与 3,049 2,449

 賞与引当金繰入額 1,556 1,645

 退職給付費用 405 413

 福利厚生費 5,172 5,162

 役員賞与引当金繰入額 4,000 5,000

 支払手数料 6,512 5,812

 寄付金 3,312 6,530

 賃借料 135 132

 その他の経費 6,069 7,452

 販売費及び一般管理費合計 61,587 66,533

営業利益 147,759 165,301

営業外収益   

 受取利息 585 740

 受取配当金 ※1  591 ※1  675

 雑収入 818 907

 営業外収益合計 1,994 2,323

営業外費用   

 雑支出 1,853 777

 営業外費用合計 1,853 777

経常利益 147,900 166,847

特別損失   

 固定資産処分損 ※2  5,263 ※2  118

 特別損失合計 5,263 118

税引前当期純利益 142,636 166,729

法人税、住民税及び事業税 57,221 57,401

法人税等調整額 △2,439 893

法人税等合計 54,781 58,295

当期純利益 87,855 108,433
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【売上原価明細書】

 

  
前事業年度

(自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日)

当事業年度
(自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

人件費  119,093 34.1 124,026 33.3

賞与引当金繰入額  6,837 2.0 7,099 1.9

退職給付費用  5,484 1.6 3,001 0.8

仕入  13,837 4.0 14,285 3.8

修繕費  22,658 6.5 46,378 12.5

賃借料  5,461 1.6 6,513 1.8

減価償却費  65,524 18.7 69,474 18.7

その他  110,169 31.5 101,151 27.2

合計  349,067 100 371,928 100
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③ 【株主資本等変動計算書】

 前事業年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

 (単位：千円)

 

株主資本

資本金

利益剰余金

株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 125,000 31,250 281,000 558,166 870,416 995,416

当期変動額       

剰余金の配当    △15,000 △15,000 △15,000

別途積立金の積立   20,000 △20,000 ― ―

当期純利益    87,855 87,855 87,855

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

      

当期変動額合計 ― ― 20,000 52,855 72,855 72,855

当期末残高 125,000 31,250 301,000 611,021 943,271 1,068,271
 

 

 

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 31,545 31,545 1,026,961

当期変動額    

剰余金の配当   △15,000

別途積立金の積立   ―

当期純利益   87,855

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

8,149 8,149 8,149

当期変動額合計 8,149 8,149 81,005

当期末残高 39,695 39,695 1,107,966
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 当事業年度(自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日)

 (単位：千円)

 

株主資本

資本金

利益剰余金

株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 125,000 31,250 301,000 611,021 943,271 1,068,271

当期変動額       

剰余金の配当    △15,000 △15,000 △15,000

別途積立金の積立   20,000 △20,000 ― ―

当期純利益    108,433 108,433 108,433

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

      

当期変動額合計 ― ― 20,000 73,433 93,433 93,433

当期末残高 125,000 31,250 321,000 684,454 1,036,704 1,161,704
 

 

 

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 39,695 39,695 1,107,966

当期変動額    

剰余金の配当   △15,000

別途積立金の積立   ―

当期純利益   108,433

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

3,283 3,283 3,283

当期変動額合計 3,283 3,283 96,717

当期末残高 42,978 42,978 1,204,683
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④ 【キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前事業年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

当事業年度
(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前当期純利益 142,636 166,729

 減価償却費 65,524 69,474

 退職給付引当金の増減額（△は減少） 5,889 3,414

 賞与引当金の増減額（△は減少） △113 350

 役員賞与引当金の増減額（△は減少） 500 1,000

 受取利息及び受取配当金 △1,176 △1,415

 有形固定資産除却損 5,263 118

 たな卸資産の増減額（△は増加） △829 1,476

 売上債権の増減額（△は増加） 4,794 △2,947

 仕入債務の増減額（△は減少） △6,298 564

 未払消費税等の増減額（△は減少） △1,531 6,945

 その他 2,519 583

 小計 217,180 246,293

 利息及び配当金の受取額 1,176 1,415

 法人税等の支払額 △70,036 △48,075

 営業活動によるキャッシュ・フロー 148,319 199,633

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 短期貸付けによる支出 △335,000 △470,638

 短期貸付金の回収による収入 335,000 265,000

 有形固定資産の取得による支出 △164,788 △85,672

 長期前払費用の取得による支出 △10,197 -

 定期預金の払戻による収入 3,000 -

 その他 760 △1,240

 投資活動によるキャッシュ・フロー △171,225 △292,551

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 配当金の支払額 △15,000 △15,000

 財務活動によるキャッシュ・フロー △15,000 △15,000

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △37,905 △107,918

現金及び現金同等物の期首残高 400,429 362,523

現金及び現金同等物の期末残高 ※  362,523 ※  254,605
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【注記事項】

(重要な会計方針)

 

１　有価証券の評価基準及び評価方法

　　　その他有価証券

　　　　時価のあるもの

　　　　　決算末日の市場価格等に基づく時価法

　　　　　(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)

 

２　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　先入先出法による原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)

 

３　固定資産の減価償却の方法

有形固定資産

 
定額法によっております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　　15～45年

機械装置　　12年

車両運搬具　10年

なお、取得価額が10万円以上20万円未満の資産については、３年間で均等償却を行って

おります。

また、平成19年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が終

了した翌年度から５年間で均等償却する方式によっております。

無形固定資産

 
自社利用ソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法に
よっております。

長期前払費用 均等償却によっております。

なお、主な償却期間は10年であります。
 

 

４　引当金の計上方法

貸倒引当金 債権の貸倒れに備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特
定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

賞与引当金 従業員に支給する賞与に充てるため、当事業年度に負担すべき支給見込額を計上してお
ります。

役員賞与引当金 役員に支給する賞与に充てるため、当事業年度末に負担すべき支給見込額を計上してお
ります。

退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき
計上しております。
退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退
職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

 

 

５　キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、要求払預金及び取得日から３ヵ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、
か　つ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資としております。

 

６　消費税等の会計処理

　　　税抜方式によっております。
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（未適用の会計基準等）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）

　(１)概要

　繰延税金資産の回収可能性に関する取扱いについて、監査委員会報告第66号「繰延税金資産の回収可能性の判断に関

する監査上の取扱い」の枠組み、すなわち企業を５つに分類し、当該分類に応じて繰延税金資産の計上額を見積もる枠

組みを基本的に踏襲した上で、以下の取扱いについて必要な見直しが行われております。

　①（分類１）から（分類５）に係る分類の要件をいずれも満たさない企業の取扱い

　②（分類２）及び（分類３）に係る分類の要件

　③（分類２）に該当する企業におけるスケジューリング不能な将来減算一時差異に関する取扱い

　④（分類３）に該当する企業における将来の一時差異等加減算前課税所得の合理的な見積可能期間に関する取扱い

　⑤（分類４）に係る分類の要件を満たす企業が（分類２）又は（分類３）に該当する場合の取扱い

　(２)適用予定日

　　　平成29年３月期の期首より適用予定であります。

 

　(３)当該会計基準等の適用による影響

　　　影響額は、当事業年度の作成時において評価中であります。

 

(貸借対照表関係)

※１　(当事業年度)

　　　　関係会社に対する資産として、短期貸付金の合計額が総資産額の100分５を超えており、その金額は
470,638千円であります。

 

※２ （前事業年度）

　　　有形固定資産の減価償却累計額は914,532千円であります。

 

　　　(当事業年度)

　　　有形固定資産の減価償却累計額は975,030千円であります。

 
(損益計算書関係)

※１　関係会社に対する営業外収益は次のとおりであります。

 
前事業年度

(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当事業年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

受取配当金 591千円 675千円

　　計 591千円 675千円
 

　

※２　固定資産処分損の内訳は次のとおりであります。

 
前事業年度

(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当事業年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

建物 33千円 0千円

構築物 276 -

機械装置 4,844 118

工具器具備品 109 -

　　計 5,263千円 118千円
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(千株) 250 ― ― 250
 

　
　
２　自己株式に関する事項

　
該当事項はありません。

 

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

 

４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成26年６月19日
定時株主総会

普通株式 15,000 60 平成26年３月31日 平成26年６月20日
 

 

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)

１株当たり

配当額 (円)
基準日 効力発生日

平成27年６月19日

定時株主総会
普通株式

繰越利益
剰 余 金

15,000 60 平成27年３月31日 平成27年６月22日

 

 

当事業年度(自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(千株) 250 ― ― 250
 

　
　
２　自己株式に関する事項

　
該当事項はありません。

 

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

 

４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成27年６月19日
定時株主総会

普通株式 15,000 60 平成27年３月31日 平成27年６月22日
 

 

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)

１株当たり

配当額 (円)
基準日 効力発生日

平成28年６月20日

定時株主総会
普通株式

繰越利益
剰 余 金

17,500 70 平成28年３月31日 平成28年６月21日
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(キャッシュ・フロー計算書関係)

    ※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前事業年度

(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当事業年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

現金及び預金勘定 367,523千円 259,605千円

預入期間が３ヵ月を超える
定期預金

△5,000千円 △5,000千円

現金及び現金同等物 362,523千円 254,605千円
 

 

(リース取引関係)

   該当事項はありません。

　

(金融商品関係)

前事業年度（自 平成26年４月１日　至 平成27年３月31日）

１　金融商品の状況に関する事項

(1)　金融商品に対する取組方針

当社は、資産運用については短期的な預金等に限定しております。また、デリバティブ取引は行っておら

ず、投機的な取引は行わない方針であります。

(2)　金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である未収運賃は、取引先の信用リスクに晒されています。また、保有している親会社株式は、

市場価格の変動リスクに晒されています。

(3)　金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、営業債権及び短期貸付金については、主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引先

毎に期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化による回収懸念の早期把握や軽減を図っており

ます。

②　市場リスク（金利等の変動リスク）の管理

投資有価証券については、定期的に時価を把握しております。

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社は、総務部で手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

(4)　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれています。当該価額の算定においては、変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採

用することにより、当該価額が変動することがあります。
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２　金融商品の時価等に関する事項

平成27年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。な

お、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含んでおりません。

　

区分 貸借対照表計上額（千円） 時価（千円） 差額(千円)

(１) 現金及び預金 367,523 367,523 ―

(２) 短期貸付金 265,000 265,000 ―

(３) 親会社株式 72,645 72,645 ―

資産計 705,168 705,168 ―

(４) デリバティブ取引 ― ― ―
 

注１　金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資産

(1)　現金及び預金、並びに(2) 短期貸付金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額によっておりま

す。

(3)　親会社株式

この時価について、取引所の価格によっております。

(4)　デリバティブ取引

該当事項はありません。

 
注２　時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

該当事項はありません。

 
注３　金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

区分
１年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

 
（千円） （千円） （千円） （千円）

現金及び預金 367,523 ― ― ―

短期貸付金 265,000 ― ― ―

合計 632,523 ― ― ―
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当事業年度（自 平成27年４月１日　至 平成28年３月31日）

１　金融商品の状況に関する事項

(1)　金融商品に対する取組方針

当社は、資産運用については短期的な預金等に限定しております。また、デリバティブ取引は行っておら

ず、投機的な取引は行わない方針であります。

(2)　金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である未収運賃は、取引先の信用リスクに晒されています。また、保有している親会社株式は、

市場価格の変動リスクに晒されています。

　短期貸付金は、広島電鉄グループのキャッシュ・マネジメント・サービスによる広島電鉄株式会社に対す

る短期貸付金であります。

(3)　金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、営業債権及び短期貸付金については、主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引先

毎に期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化による回収懸念の早期把握や軽減を図っており

ます。

②　市場リスク（金利等の変動リスク）の管理

投資有価証券については、定期的に時価を把握しております。

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社は、総務部で手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

(4)　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれています。当該価額の算定においては、変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採

用することにより、当該価額が変動することがあります。
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２　金融商品の時価等に関する事項

平成28年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。な

お、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含んでおりません。

　

区分 貸借対照表計上額（千円） 時価（千円） 差額(千円)

(１) 現金及び預金 259,605 259,605 ―

(２) 短期貸付金 470,638 470,638 ―

(３) 親会社株式 76,023 76,023 ―

資産計 806,268 806,268 ―

(４) デリバティブ取引 ― ― ―
 

注１　金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資産

(1)　現金及び預金、並びに(2) 短期貸付金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額によっておりま

す。

(3)　親会社株式

この時価について、取引所の価格によっております。

(4)　デリバティブ取引

該当事項はありません。

 
注２　時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

該当事項はありません。

 
注３　金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

区分
１年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

 
（千円） （千円） （千円） （千円）

現金及び預金 259,605 ― ― ―

短期貸付金 470,638 ― ― ―

合計 730,244 ― ― ―
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(有価証券関係)

前事業年度（平成27年3月31日）

     その他有価証券

 

区分 取得原価(千円)
貸借対照表日における
貸借対照表計上額(千円)

差額(千円)

貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

   

株式 14,183 72,645 58,461

小計 14,183 72,645 58,461

貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

   

株式 ― ― ―

小計 ― ― ―

合計 14,183　 72,645 58,461
 

 

当事業年度（平成28年3月31日）

     その他有価証券

 

区分 取得原価(千円)
貸借対照表日における
貸借対照表計上額(千円)

差額(千円)

貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

   

株式 14,183 76,023 61,839

小計 14,183 76,023 61,839

貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

   

株式 ― ― ―

小計 ― ― ―

合計 14,183　 76,023 61,839
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(デリバティブ取引関係)

前事業年度（自 平成26年4月1日　至 平成27年3月31日）

当社は、デリバティブ取引は全く行っておりませんので、該当事項はありません。

 

当事業年度（自 平成27年4月1日　至 平成28年3月31日）

当社は、デリバティブ取引は全く行っておりませんので、該当事項はありません。

 

(退職給付関係)

１　採用している退職給付制度の概要

当社では、従業員の退職給付に充てるため、非積立型の退職給付制度として、退職一時金制度を採用し、勤続年数

３年以上の従業員が退職した場合、社内規定に基づき、退職時までの勤続年数や給与等を計算の基礎として算定され

た退職金を支払うこととしております。なお、退職給付債務、退職給付引当金及び退職給付費用の計上にあたっては

簡便法を適用しており、退職給付の計算は、自己都合退職による期末要支給額とする方法によっております。

 

２　簡便法を適用した確定給付制度

(１)簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

 
前事業年度

(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当事業年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

退職給付引当金の期首残高 52,956千円 58,845千円

　退職給付費用 5,889 3,414

　退職給付の支払額 ― ―

退職給付引当金の期末残高 58,845 62,260
 

 

　　(２)退職給付債務と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表

 
前事業年度

(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当事業年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

非積立型制度の退職給付債務 58,845千円 62,260千円

貸借対照表に計上された退職給付引当金 58,845 62,260
 

 
　　(３)退職給付費用

　　　 簡便法で計算した退職給付費用　　前事業年度5,889千円、当事業年度3,414千円

 
(ストック・オプション等関係)

　前事業年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

該当事項はありません。

 

　当事業年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

該当事項はありません。
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(税効果会計関係)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

(平成27年３月31日)
当事業年度

(平成28年３月31日)

(繰延税金資産)   

　　退職給付引当金 18,889千円 18,989千円

　　賞与引当金 3,587 3,516

　　ゴルフ会員権 10,657 10,126

　　未払事業税 1,583 1,981

　　役員賞与引当金 1,312 1,535

　　その他 3,987 2,664

　　繰延税金資産の小計 40,016 38,812

　　評価性引当額 △12,803 △12,492

　　繰延税金資産の合計 27,213 26,319

   

(繰延税金負債)   

　　その他有価証券評価差額金 18,766千円 18,861千円

　　繰延税金負債の合計 18,766 18,861

　　繰延税金資産の純額 8,447 7,458
 

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 
前事業年度

(平成27年３月31日)
当事業年度

(平成28年３月31日)

 　　　 　   ％ 　　　 　   ％

　　法定実効税率 35.4 32.8

(調整)   

　　評価性引当額 △0.4 △0.2

　　交際費等永久に損金に
　　算入されない項目

0.3 0.3

　　受取配当金等永久に益金に
　　算入されない項目

△0.1 △0.0

　　住民税均等割額 0.2 0.2

　　税率変更による期末繰延
　　税金資産の減額修正

1.9 0.8

　　その他 1.1 1.1

　　税効果会計適用後の
　　法人税等の負担率

38.4 35.0
 

 

３　法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」が平成28年３月29日に国会で成
立したことに伴い、当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、平成28年４月１日以降解消されるも
のに限る）に使用した法定実効税率は、前事業年度の32.1％から回収又は支払が見込まれる期間が平成28年４月１日か
ら平成30年３月31日までのものは30.7％、平成30年４月１日以降のものについては30.5％にそれぞれ変更されておりま
す。

　その結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が348千円減少し、当事業年度に計上された法
人税等調整額が1,338千円、その他有価証券評価差額金が989千円それぞれ増加しております。

 
(企業結合等関係)

　該当事項はありません。

 

(資産除去債務関係)

　  該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

　　前事業年度(自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日)

　　　単一セグメントの為、該当事項はありません。

 

　　当事業年度(自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日)

　　　単一セグメントの為、該当事項はありません。

 

【関連情報】

前事業年度(自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日)

　　　１ 製品及びサービスごとの情報

　　　　　単一セグメントの為、該当事項はありません。

　　　２ 地域ごとの情報

　　　(1) 売上高

　　　　　　当社の売上の全ては国内である為、記載を省略しております。

　　　(2) 有形固定資産

　　　　　　貸借対照表に計上している全ての資産は国内に所在する為、記載を省略しております。

　　　３ 主要な顧客ごとの情報

　　　　　　外部顧客への売上高のうち、損益計算書の売上高の10％以上を占める相手がない為、

　　　　　　記載を省略しております。

 

当事業年度(自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日)

　　　１  製品及びサービスごとの情報

　　　　　単一セグメントの為、該当事項はありません。

　　　２ 地域ごとの情報

　　　(1) 売上高

　　　　　　当社の売上の全ては国内である為、記載を省略しております。

　　　(2) 有形固定資産

　　　　　　貸借対照表に計上している全ての資産は国内に所在する為、記載を省略しております。

　　　３ 主要な顧客ごとの情報

　　　　　　外部顧客への売上高のうち、損益計算書の売上高の10％以上を占める相手がない為、

　　　　　　記載を省略しております。

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前事業年度(自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日)

　　　　該当事項はありません。

 

当事業年度(自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日)

　　　　該当事項はありません。
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【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前事業年度(自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日)

　　　　該当事項はありません。

 

当事業年度(自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日)

　　　　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前事業年度(自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日)

　該当事項はありません。

 

当事業年度(自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日)

　　　　該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

前事業年度(自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日)

１　関連当事者との取引

(1) 財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等に限る)等

　　該当事項はありません。

 

(2) 財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等

　　該当事項はありません。

 

(3) 財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等

 

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

同一の

親会社

を持つ

会社

㈱広電ストア
広島市中

区
96,000 小売業 - 役員の兼任 資金の貸付 335,000 短期貸付金 265,000

広電建設㈱
広島市中

区
50,000 土木建築業 - 役員の兼任

有形固定資

産等の取得
33,895 未払金 1,045

 

（取引条件及び取引条件の決定方針等）

注１）　株式会社広電ストアに対する貸付については、金利は市場金利を基に合理的に決定しており、返済日及び

返済額は、平成27年4月24日、返済金額は265,000千円としております。

注２）　広電建設株式会社に対する取引金額は、市場実勢を参考に交渉の上で決定しております。

　　　　なお、取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含んでおります。

 
(4) 財務諸表提出会社の役員及び個人主要株主(個人の場合に限る)等

　 該当事項はありません。

 

２　親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1) 親会社情報

広島電鉄株式会社（東京証券取引所に上場）

 

(2) 重要な関連会社の要約財務情報

該当事項はありません。
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当事業年度(自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日)

１　関連当事者との取引

(1) 財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等に限る)等

　　

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

親会社 広島電鉄㈱
広島市中

区
2,335,625

鉄軌道事業

バス事業　

不動産事

業　　　

所有

直接0.3

(被所有)

直接44.4

間接13.3

役員の兼任 資金の貸付 470,638 短期貸付金 470,638

 

（取引条件及び取引条件の決定方針等）

注）　資金の貸付は、広島電鉄株式会社のキャッシュ・マネジメント・サービスによる取引であり、市場金利等を

勘案して利率を合理的に決定しております。

 

(2) 財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等

　　該当事項はありません。

　

(3) 財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等

 

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

同一の

親会社

を持つ

会社

広電建設㈱
広島市中

区
50,000 土木建築業 - 役員の兼任

有形固定資

産等の取得
49,131 未払金 370

 

（取引条件及び取引条件の決定方針等）

注） 広電建設株式会社に対する取引金額は、市場実勢を参考に交渉の上で決定しております。　　　　　　　　　

なお、取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含んでおります。

 
(4) 財務諸表提出会社の役員及び個人主要株主(個人の場合に限る)等

　 該当事項はありません。

 

２　親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1) 親会社情報

広島電鉄株式会社（東京証券取引所に上場）

 

(2) 重要な関連会社の要約財務情報

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

広島観光開発株式会社(E04119)

有価証券報告書

39/48



 

(１株当たり情報)

１株当たり純資産額並びに１株当たり当期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前事業年度

(平成27年３月31日)
当事業年度

(平成28年３月31日)

１株当たり純資産額 4,431円86銭 4,818円73銭
 

 

項目
前事業年度

(自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日)

当事業年度
(自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日)

１株当たり当期純利益 351円42銭 433円73銭

 　なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。

　なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。

   

 算定上の基礎 算定上の基礎

 

損益計算書上の

当期純利益
87,855千円

普通株式に係る

当期純利益
87,855千円

 

損益計算書上の

当期純利益
108,433千円

普通株式に係る

当期純利益
108,433千円

 

 
普通株主に帰属しない金額の主要

な内訳

普通株主に帰属しない金額の主要

な内訳

 
該当事項はありません。

普通株式の

期中平均株式数
250,000株

 

該当事項はありません。

普通株式の

期中平均株式数
250,000株

 

 

 

(重要な後発事象)

　　　該当事項はありません。
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⑤ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

該当事項はありません。

 

【有形固定資産等明細表】

 

資産の種類
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却

累計額(千円)

当期償却額
(千円)

差引当期末
残高
(千円)

有形固定資産        

　建物 252,672 26,359 4,546 274,486 150,504 7,009 123,981

　構築物 113,921 8,105 - 122,026 64,750 3,016 57,276

　機械装置 632,647 32,000 4,320 660,327 417,468 35,499 242,859

　車両運搬具 345,580 2,255 - 347,835 306,072 16,374 41,763

　工具器具備品 53,642 16,953 - 70,595 36,234 7,345 34,361

有形固定資産計 1,398,465 85,672 8,866 1,475,272 975,030 69,245 500,241

無形固定資産        

　電話加入権 - - - 208 - - 208

 ソフトウエア - - - 1,142 1,084 228 57

無形固定資産計 - - - 1,350 1,084 228 265

長期前払費用 10,197 - - 10,197 1,548 885 8,648
 

(注) １　当期増加額のうち、主なものは次のとおりであります。

獅子岩線予備原動機更新 23,000千円

各駅防犯カメラ設置 15,050 〃
 

 
２　無形固定資産の金額が資産総額の１％以下であるため、「当期首残高」、「当期増加額」及び「当期減少

額」の記載を省略しております。
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【社債明細表】

該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

該当事項はありません。

 

【引当金明細表】

 

区分
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用)
(千円)

当期減少額
(その他)
(千円)

当期末残高
(千円)

貸倒引当金 30,000 ― ― ― 30,000

賞与引当金 8,393 8,744 8,393 ― 8,744

役員賞与引当金 4,000 5,000 4,000 ― 5,000
 

 

【資産除去債務明細表】

　         該当事項はありません。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　現金及び預金

 

項目 金額(千円)

現金 7,731

預金  

当座預金 456

普通預金 136,416

定期預金 115,000

計 251,873

合計 259,605
 

 

②　未収運賃

相手先別内訳

 

相手先 金額(千円)

　宮島松大汽船㈱ 3,048

　広島電鉄㈱ 417

　その他 618

合計 4,085
 

 

未収運賃の発生及び回収並びに滞留状況

 

当期首残高
(千円)
(Ａ)

当期発生高
(千円)
(Ｂ)

当期回収高
(千円)
(Ｃ)

当期末残高
(千円)
(Ｄ)

回収率(％)
※１

滞留期間(日)
※２

1,137 18,533 15,586 4,085 79.2 51.4
 

(注)　消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますが、上記金額には消費税等が含まれております。

※１　回収率＝{(Ｃ)÷((Ａ)＋(Ｂ))}×100

※２　滞留期間＝{((Ａ)＋(Ｄ))÷２)}／((Ｂ)÷366)

 

③　商品及び製品・原材料及び貯蔵品

 

相手先 金額(千円)

　索道業スペアパーツ等（期末棚卸高（貯蔵品）） 12,651

　売店商品等（期末棚卸高（商品）） 1,297

合計 13,949
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④　短期貸付金

 

相手先 金額(千円)

　広島電鉄㈱ 470,638

合計 470,638
 

 

⑤　親会社株式

 

銘柄 金額(千円)

　広島電鉄㈱ 76,023

合計 76,023
 

 

⑥　未払金

 

相手先 金額(千円)

　日本アート印刷㈱ 2,175

　㈱デイリーインフォメーション関西 2,073

　㈱やまだ屋 1,721

　㈱関西金属 981

　㈱宮島カープタクシー 619

　広島農業資材㈱ ほか 3,531

合計 11,102
 

 

⑦　未払法人税等

 

区分 金額(千円)

　法人税 19,865

　法人事業税・県民税 9,128

　法人市民税 2,716

合計 31,709
 

 

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

 

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 １株券、10株券、50株券、100株券、500株券、1,000株券、10,000株券

剰余金の配当の基準日 ３月31日

１単元の株式数 ―

株式の名義書換え  

　　取扱場所 広島県廿日市市宮島町紅葉谷公園　当社株式係

　　株主名簿管理人 なし

　　取次所 なし

　　名義書換手数料 無料

　　新券交付手数料 印紙税相当額

単元未満株式の買取り  

　　取扱場所 ―

　　株主名簿管理人 ―

　　取次所 ―

　　買取手数料 ―

公告掲載方法 広島市において発行する中国新聞

株主に対する特典 なし
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第７ 【提出会社の参考情報】

 

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社は上場会社でないため、金融商品取引法第24条の７第１項の適用はありません。

 

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 
(1) 有価証券報告書

及びその添付書類

事業年度

(第59期)

自　平成26年４月１日

至　平成27年３月31日
 平成27年６月22日

中国財務局長に提出。

      
(2) 半期報告書 (第60期中) 自　平成27年４月１日

至　平成27年９月30日
 平成27年12月11日

中国財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書
 

平成28年６月16日

広 島 観 光 開 発 株 式 会 社

　　取　締　役　会　 御　中

 

西　日　本　監　査　法　人
 

 
代表社員
業務執行社員

公認会計士　金　本　善　行
 

 
代表社員
業務執行社員

公認会計士　大　藪　俊　治
 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる広島観光開発株式会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第60期事業年度の財務諸表、すなわち、貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属

明細表について監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。

財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検

討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、広島観

光開発株式会社の平成28年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 
 

(※)１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しています。

２　ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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